
構築物 218¶463¶161 11¶118¶620 9¶122¶374 2¶971¶154 0 241¶675¶309 19¶227¶474 260¶902¶783

船舶 79¶709¶125 1¶095¶102 898¶486 292¶637 0 81¶995¶350 0 81¶995¶350

工具器具備品 96¶718¶193 88¶528¶925 74¶320¶759 23¶656¶996 0 283¶224¶873 6¶149¶081 289¶373¶954

その他 961¶621 3¶853¶960 3¶162¶016 1¶029¶866 1¶060¶500 10¶067¶963 5¶079¶410 15¶147¶373

計 8¶015¶922¶812 586¶187¶180 487¶513¶847 157¶099¶464 1¶060¶500 9¶247¶783¶803 2¶480¶892¶691 11¶728¶676¶494

１．事業区分の方法
事業区分は、教育課程別に区分しております。

２．各区分の事業内容

海技課程 船員となるに必要な高等普通教育及び専門教育を行う。

海技専攻課程 海技課程等の教育を基礎として船員となるに必要な高度な専門教育を行うとともに、海技免許の資格に応じてそれらに必要な教育を行う。

船舶運航実務課程 海技に関する短期教育及び通信による教育を行う。

特別課程 国の施策に基づく講習及び国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律第８条第２項の規定による同条第１項の講習の実施に関する業務を行う。

研究 船舶の運航に関する高度の学術及び技能に関する研究を行う。

３．事業費用のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能事業費用は、主に一般管理費であります。
４．総資産のうち、法人共通の項目に含めた全社資産は、主に管理部門に係る資産であります。
５．各区分の損益外減価償却相当額、損益外利息費用相当額及び損益外除売却差額相当額並びに引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額

区 分
海 技 士 教 育 科 技 術 教 育 科 そ の 他

計 法 人 共 通 合 計
海 技 課 程 海技専攻課程 船舶運航実務課程 特 別 課 程 研 究

損益外減価償却相当額 244¶840¶217 35¶994¶427 29¶531¶950 9¶618¶549 0 319¶985¶143 22¶179¶917 342¶165¶060

損益外利息費用相当額 2¶568¶047 2¶998¶268 2¶459¶958 801¶205 0 8¶827¶478 338¶218 9¶165¶696

損益外除売却差額相当額 4¶575¶851 3¶698 3¶034 988 0 4¶583¶571 0 4¶583¶571

引当外賞与見積額 －7¶800¶524 －2¶213¶450 －2¶053¶101 －957¶892 －603¶576 －13¶628¶543 －4¶116¶177 －17¶744¶720

引当外退職給付増加見積額 24¶461¶676 －14¶916¶483 －19¶799¶628 －3¶433¶462 －6¶461¶317 －20¶149¶214 1¶965¶922 －18¶183¶292

６．事業費用のうち前中期目標期間繰越積立金を財源とする金額

区 分
海 技 士 教 育 科 技 術 教 育 科 そ の 他

計 法 人 共 通 合 計
海 技 課 程 海技専攻課程 船舶運航実務課程 特 別 課 程 研 究

業務費 6¶557¶992 842¶412 2¶474¶342 332¶734 0 10¶207¶480 0 10¶207¶480

一般管理費 0 0 0 0 0 0 3¶898¶809 3¶898¶809

受託費用 0 0 288¶492 0 1¶586¶400 1¶874¶892 0 1¶874¶892

計 6¶557¶992 842¶412 2¶762¶834 332¶734 1¶586¶400 12¶082¶372 3¶898¶809 15¶981¶181
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